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たばこ税増税は正当なのか
　　　

　

　　　　　　　

　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　有吉　裕一
目次

· 前書き
· Ⅰ－１たばこ税のシステム

· Ⅰ－２税金の主な用途
· Ⅱ－１増税の目的
· Ⅱ－２たばこ税増税に関わる要素
· Ⅲ－１たばこによる経済損失・社会的影響

· Ⅲ－２増税の効果・影響
· Ⅲ－３増税の将来性

· Ⅳ－１来年度の増税策
· まとめ

・前書き　
　まずは、なぜ私がこのテーマを選んだのかということですが、きっかけとしては、大学３年のとき、卒業論文のテーマについて話がゼミで持ちあがっており、ちょうどその頃、私のアルバイト先でたばこ税増税反対を訴える署名をつのる書類がＪＴ（日本たばこ産業）から配られていたからだ。私自身はたばこを吸ってはいませんでしたが、アルバイト先の人たちは愛煙家が多く、皆が署名していたため私も深く考えることなく進められるがまま署名した。このことが、ふと卒業論文ということと結びつく瞬間があり、私自身はたばこ税のあり方について詳しく知った時、果たして増税に賛成なのか反対なのかの答えを見つけることを卒業論文というきっかけで取り組めるのではないかと考えたからである。進め方としては、まずは現在のたばこ税がどういったものはという基本的な点から入り、‘たばこ税’というものを理解しそのうえで、たばこ税の存在の正当性を考えていく。国の税収確保の面、たばこによる健康・環境被害の面、国際的面などのさまざまな意見・調査結果を踏まえて、私自身はどの立場に立ちなぜそうなのかを明確にしていく。たばこも、一般的に売られている食品や日用品と同じようにそのものを生産し、販売する上での差額を儲けとする物品と思っていたが、実際はそうではないのかもしれない。値段の６割が税金関連だとするならば、単なる企業利益を追求した物品ではなく国政が大きく絡んだものといえるのではないかと考えている。

また、先日の総選挙で第一党が民主党に変わったことにより、ガソリンの暫定税率廃止への動きが現実味を帯びてきており、それにともなって今まで先送りされてきていたたばこ税の増税もまんざらでもなくなってきている。そこで、民主党の増税実行における大義名分がどのようなものなのか、また、どういった仕組みをとるのかについても考えるつもりである。　　

決して元々深く興味があったわけではないうえ、こういった堅苦しいテーマは好きなほうではないが、これも何かの縁と考え卒業論文のテーマに選んだ。
・Ⅰ－１たばこ税のシステム

たばこが一箱1000円になる。そんな話が現在もちだされている。たばこ税は昭和60年に日本専売公社の民営化に伴い、従来の専売納付金に代えて「たばこ消費税」として導入された。その後、平成元年度に消費税の導入との関係から名称が「たばこ税」に改められ、消費税との併課を考慮した負担調整等が行われた。さらに、平成9年の消費税率アップ、平成10年のたばこ特別税創設、平成15年のたばこ税増税と、たばこの税負担は増え続けてきている。そもそもなぜ、たばこ税が度々値上げされているのかということだが、それは国の財源確保のためである。そう考える理由としては、ひとつは増税策がとられるのは、たばこによる税収が減少傾向に見られる時期に実施されているということ。もうひとつは、たばこ税を上げる際に、決まって税収増加に関する専門家の見解が多くみられることだ。　

一般財源という名目で徴収されているこの税金は、用途としてあいまいな点が多く、また増税の理由についても矛盾を伴っているといえる。増税の大きな理由のひとつに、禁煙推進に関する国際条約加盟があるとしているが、たばこ税をあげて喫煙者を減らすというこの考えは、税収増加の観点とは矛盾がある。なぜなら、税収を増やす目的もあるならば、値上げしても多くの人は吸い続けることを前提としていると考えられるからだ。
納税論者は「今でも日本は他の国に比べてたばこは安い」「増税で喫煙による健康被害を防止すれば医療費の抑制も可能」と主張している。現在、たばこについては、消費税及び地方消費税のほかに国のたばこ税及び地方のたばこ税、たばこ特別税が課されている。日本たばこ産業(JT)によれば、一般的300円のたばこには国のたばこ税62.52円、地方たばこ税78.92円、たばこ特別税16.40円、消費税12.86円、合計で170.70円の税金がかかっている。現在たばこは税負担率が6割以上に達する我が国でも最も税負担の重い商品の一つとなっている。また、近年禁煙を推進する動きが世界的に進められており、わが国においても公共の施設を中心に喫煙できる場を制限したり、前面禁煙したりしている。愛煙家への風当たりをますます強くなっているのだ。たばこが人体によいものでないことは確かである。たばこによる病気には癌、慢性気管支炎、冠動脈疾患などがあげられる。どの病気も命にかかわる重大なものだ。病気になることにより、国の医療費負担もおおきくなる。また、人体にかぎらず環境への影響も懸念されている。だが、その一方でたばこによる税がわが国の租税体制を支えていることもまぎれもない事実なのだ。
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　たばこ税は、所得税のような納税義務者と税の負担者が同じくなる直接税とは異なり、納税義務者は、製造業者や卸売業者（輸入たばこは輸入者）等の事業者であり、喫煙者が税を負担する間接税である。
　わが国には消費税制定前、物品税をはじめとして多数の個別消費税があったが、その大部分が消費税に吸収され、現在残っているのは、酒税、たばこ税と石油関係税である。これら三種の個別物品税が存続しているのは、これら課税物件の税収潜在力が特に大きいためとされ、あわせて、これらの消費を多少とも抑制するねらいがある。
　これら三種の物品に対しては消費税も課税されるが、消費税はこれら固有の税額込みの価格を課税標準として課されている。たばこ税など三種の租税の税率は、消費税導入後、従量税と従価税の併用方式から従量方式一本になった。消費者が負担するたばこ税の負担率は、現在、１箱300円の約63%であり、他の個別消費税のガソリン52%、ビール43%よりも高負担となっている。
　たばこ税は、その歴史から見て戦費調達の目的や酒税などの嗜好品に対する課税と同じ性格を有していたが、今回の増税では、児童手当の支給対象を拡大する財源となったので、特定の使途のための目的税としての性格を有するようになった。また、今後も喫煙抑制につなげて医療費を抑制するための増税という狙いも残っており、目的税の性格が強くなったと解される。
　たばこ税は、増税への反発が比較的少ないためこれまでも旧国鉄債務の返済原資を賄うために増税（たばこ特別税の創設）されるなど、国にとって使い勝手が良い課税品としての役割を担わされてきた。
　本来のたばこ税のあり方を、まず中長期的にどのように考えていくべきかという議論が先にあって、また、児童手当は児童手当で少子化対策をどうするのかという議論が先にあって、その中で決まっていくべきものであるが、児童手当とたばことは全く関連がなく、政治的戦略や数合わせの理念のない増税であるという批判がある。　また、喫煙に対する規制が強くなっている現在、喫煙者にとっては、肩身が狭いという意識も重なり立場が弱い者への増税という受け止め方が多数であり、声を大きく批判できないのが現状でもある。　このような、たばこ税の性格を考えると、今後は、たばこ税負担者の立場も考慮した対応・対策が必要である。
· Ⅰ－２税金の主な用途
　単純にたばこ税がどのように使われているか考えると、たばこによる人体や環境への対策として使われていると考えるのが妥当である。しかし実際には喫煙者のための施設や設備など、そして非喫煙者への配慮やクリーン活動の費用として割り充てられているという特定はされていない。　何に使ってもよい「一般財源」として納められている。　この不透明さが、今課せられている税金を支払うにあたっての不満の原因となっているのだ。
　たばこ税は国たばこ税・地方たばこ税（都道府県たばこ税・市町村たばこ税）たばこ特別税・消費税で構成されている。その内、国たばこ税は25%が都道府県や市町村に地方交付税として行きわたり、地方たばこ税はそのまま各都道府県・各市町村に納められている。たばこ特別税は、「一般会計における責務の承継などに伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法律」別名「たばこ特別税創設法」によって課せられる事になった税金で、平成10年より施行された。これは日本国有鉄道清算事業団（旧国鉄）及び国有林野事業特別会計の債務などを一般会計に帰属させることに伴う負担を補うために創設されたのだ。簡単に言うと借金返済を目的としてつくられたなである。こうしたたばこ税の税収は年間約2兆円を超えている。主に充てられているのは民生費であり、これは老人や障害者の安全な生活のため福祉施設や保育所などの運営にかかる費用である。そして住民がより住みやすくなるような環境を作るため、公園の建設や道路の整備、下水道の管理など区画整理に費やされる土木費。クリーン活動やゴミ収集、環境調査などを行うための衛生費や公害対策費ともされている。更には、地震や火事、水害など天災が起きた時の消防活動や救助活動に充てられる消防費。小中学校や美術館、図書館などの文化施設運用のための教育費。加えて観光名所のある地域には観光地の整備や、その土地ならではの商工業に使われる産業経済費などもあります。もちろん借入金の返済に充てられる公債費にも使われている。だが、それらの詳細についてはなかなか知ることはできない。

だが、地方自治体にとってたばこによる税収は安定的な財源のひとつになっている。都道府県ごとに各税目の１人あたり税収額を計算し、最も多い都道府県の税収額を最も少ない都道府県の税収額で除すことにより、財源の地域偏在度を計れる。すなわち、この数値がちいさいほど税源の偏在度が小さく、普遍性が大きいことを示している。１８年度決算の計数を基にした試算では、個人住民税が3.3倍、法人二税が6.1倍、固定資産税が2.3倍、地方消費税が1.9倍などとなった。たばこ税について計算すると、道府県・市町村ともに1.6倍と、主要税目に中では最も偏在性の小さい地方消費税よりも小さいとなっている。そのため、三位一体改革の過程において、国から地方に移譲する税源候補の一つとして注目されたこともあり、地方財源に資する次善の策として、健康対策とは異なる観点からその増税に期待する向きもある。
· Ⅱ－１増税の目的

　私の考えでは、これまでに行われてきた増税も、現在検討中の増税案も結局のところその目的は財源確保にあると思っている。たばこは吸う本人だけでなく、周りの人にも悪影響を与えるという理由や、国際的に税率が低いから、はたまたCO2削減及び環境保護目的など手堅く響きのいい理由を国側は並べてはいるが、それらは所詮フェイクであろう。確かにたばこによる健康被害は存在し、問題にはなっているが、実際問題わが国は、多くの借金を抱えており毎年予算編成に四苦八苦している。予算が足りないのならばどこからか補充しなければならない。そこで、先に述べたような理由を実際の目的である予算確保のカモフラージュに利用し、取りやすいたばこから徴収していると言えるのではないか。

　日本たばこ産業の前身であった日本専売公社は三公社五現業といわれる国が経営する企業に分類されていた。そして、専売公社はたばこの独占販売の権利を有していたため、価格はある程度自由に決めることができたといえる。そんな企業が国営である以上は、当然政治的側面が強く影響することは明らかであり、実際当時から、その目的は財源確保にあったと考えてもおかしくはないのである。そもそも、なぜたばこが多額の税を賭けられる物品となっているのかだが、嗜好品であるということが大きな理由といえる。嗜好品とは、一部の限られた人たちの摂取時の心身の高揚感など味覚や嗅覚を楽しむために飲食される食品・飲料や喫煙物のことである。お酒もこれにあたり、実際酒税も存在している。他にも炭酸飲料やコーヒーなどもあるが、税金はかかっていない。たばこやお酒にのみ税金がかかっているのは、ひとつは古くは希少で高級品であったこと、健康被害を摂取者及び非摂取者に与えること、また摂取するために年齢制限や好き嫌いもあり対象者が他の嗜好品より限られていることにあると考えられる。このことは確かに納得のいく事実ではあるが、それにしても、財源編成に困ればたばこや酒に頼るのはむしがよすぎるのではないか。
· Ⅱ－２たばこ税増税に関わる要素

　ひとつは、国際比較したとき、日本の税の比率が安価であることが挙げられる。今後のたばこ税の在り方を考えるうえで、まずわが国のたばこ税や喫煙環境が、他国がどのようにかんがえているのか、またどういう位置づけにあるのかを考慮していく必要がある。現在の1箱役３００円という、わが国のたばこの価格は安すぎるという声は少なくない。国際的に見て我が国の喫煙率が高いのは、たばこが安いからだとも言われている。主要他国のたばこ税額は我が国の倍以上であり、最も高い英国に比べれば、４分の１に満たないのだ。国内では確かにたばこは最も税負担率の高い物品として挙げられているが、それは、他国においても似たような状況なのだ。今後、ＥＵに税率引き上げの動きがあることを考慮すると、１箱１０００円は唐突ではあるとしても、若干の引き上げの余地はあると思われる。また、過去２０年ほどの世界の喫煙率の推移を見ると、女性は１３％から１４％前後でほぼ変わってないが、男性は低下傾向にあり、４０％を切っている。しかし我が国においては、女性の喫煙率は低いものの、男性は依然として高い水準にある。これが、価格が安いから喫煙率が高いといわれる理由であり、増税に拍車をかけるゆえんともなっている。しかし、たばこの価格の上昇傾向と喫煙率の漸減傾向との因果関係は、必ずしも明確なものではない。喫煙者に対するアンケート調査には、５００円に引き上げると約５４％、１０００円では約７９％が禁煙に踏み切るとの結果があるが、実際のところ、質問の仕方などによってばらつきはある。したがって、増税が喫煙率、販売数量、また税収に及ぼす影響も、前提の置き方次第で大きく変動することが予想されるのだ。
　　　　　　　　　　
　　　たばこの販売数量と男女別喫煙率の推移
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· Ⅲ－１たばこによる経済損失

　喫煙は、喫煙者の健康を損なうリスクを伴っている。さらには、実際には喫煙をしていない周りの人々にも影響を与え、更には環境にも損害を与えるのだ。当然、喫煙者に健康に害を与えるということはおのずと、医療費の増加などの直接的なコストをもたらすが、喫煙者ではない周りの人々の健康被害や、たばこに対する設備投資などの間接的コストの発生を外部不経済と考えれば、増税によるその消費抑制には大義名分が立ちやすいと言える。

　平成１３年度と１８年度に厚生労働省が行った研究事業の推計結果が下の図である。喫煙がもたらす経済損失額は、研究結果により幅はあるものの、近年２兆２０００億円前後で横ばいを続けてきたたばこ税収の額を大きく上回る規模に達すると見込まれている。

　
　　　　　　　　　　喫煙がもたらす経済損失に係わる試算の例
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· Ⅲ－２増税の効果

　前回までの増税と大きく違う点は、その税率の上がり方だ。今までは、一箱あたりの価格は20円～30円といった１割程度の小幅であったのに対し、今回は２倍～３倍と予測される。実際には、一本5円で一箱あたり100円前後の値上げという事で今回は収まりそうではあるこの価格による効果としては、やはり喫煙率の抑制が見込める。今までの値上げでは喫煙抑制など実際は見込んでないかのような値上げといえ、ずさんさが見てとれた。しかし、今回のような大幅な値上げであれば今の経済状況も追い風となり、喫煙者数の減少は確実に見込めると考えられる　ひとつは、犯罪の増加が考えられる。たばこが一箱500円あるいは1000円になった場合、最初のうちは多くの人が禁煙に取り組むことが考えられるが、みんながみんな禁煙に成功することは難しいだろ。そうなれば、たばこを1000円払って購入しなければならない。しかし、同じ量で値段だけが二倍、三倍に跳ね上がってしまっているのでは、今までのようにほいほい購入することはできないだろうし、安く購入できるのであればそうしたいに決まっている。そこで発生する危険があるのが密売だ。海外にもロシアやタイなど、日本よりも価格の安い国もあり、そういった国から不正にたばこを輸入し、正規のルートを介さず販売する可能性は大いに考えられる。また、万引きも増加すると考えられる。過去の増税の際にも前年比で増加が確認できたからだ。良い点としては、健康面の改善であろう。喫煙量、喫煙者の減少により、癌等の病気の発生率は減るであろうし、平均寿命の伸びも期待できる。　　　
・　Ⅲ－３増税の将来性
　たばこの税収を見積もる際、価格の変動だけでなく販売数量も並んで考えなければならない。今後の販売数量を予想すると、喫煙人口の減少、路上・タクシー及び公共の場での禁煙の広がり、成人識別カード「タスポ」の導入など、確実にたばこを取り巻く環境は、年々厳しさを増していることから、その減少の流れは今後も続くと言えるだろう。そのため、１本当たり１円のような今までの増税を行っていては、税収はほぼ横ばいで推移すると見られる。
　増税を考える上で、価格を一気に１箱５００円や、１０００円に引き上げることで、医療費抑制と税収確保の両立が可能になるという試算も絶対ではない。大幅な増税で喫煙率の低下は期待できるかもしれないが、医療費は高齢化の点や薬価などの様々な要素の影響を受けるため、喫煙率の低下は医療費抑の裏づけとはならないのである。また、税収の増加に与える影響については、専らたばこの価格弾力性をどう見るかに依存するため、増税を決定し行う際の理由や姿勢、方法次第では増収・減収のどちらにもなりえるのだ。
　大幅な増税は、健康改善のためのたばこ消費量の抑制策としてはあり得るとしても、喫煙者を減らす目的で増税するならば、その増税分を当てにするのでは筋が通らないといえるのではないか。課税対象となるたばこの消費自体が減少している現実を踏まえると、引き上げの大小にかかわらず、安定財源として大きな期待をするのは難しい。
　何より、拡大の一途をたどる社会保障の一環として、規模が大きく異なるたばこが持ち上げられること自体、消費税を中心とする税制・歳入改革が先送りされてきたことをしめしている。たばこに係る税負担の議論は、社会保障などの財源論とは切り離した上で、外部不経済をもたらすこととのバランスを計った適正価格を導き出すべきではなかろうか。　
・　Ⅳ－１来年度の増税策

　最新の情報では、今までは1000円や500円という価格という説が主流であったが、実際には400円前後になるようだ。内訳としては1本3.5円増税し、メーカーの値上げと合わせて1本当たり5円（1箱20本入りで100円）の値上げとなる見通しであるようだ。実施日としては、参院選後の10月1日からとなっている。
　今回の税制改正では、企業の上乗せ分の値上げ幅も含めて政府が示すという、異例の決定のようだ。首相は「たばこ税は増税するべきだと。税収を得るためということより、国民の皆さんの命を大切にする。健康のためという発想を重視したい」との発言をしていた。たしかに自民党政権下でのタバコ増税は、財源確保ということを明言していたのに対し、今回は健康面考慮のもとで行うと言っている。だが、どう考えても国の来年度予算案の額が過去最高である以上、ただ資金調達のための値上げとしか考えられない。それでも当初1000円などと聞かされていた喫煙者側からすれば、「100円ほどなら・・・」というきもちになってしまう。私はこれも計算のうちだったのではとも考えてしまう。1000円になるかもと思っていたときに400円ですよと言われれば、反対の声も上がらなくなるのは当然の話だからだ。

· まとめ
　たばこのみに固執して税率を引き上げていくことは確かに不公平である。だが、この事を「正しい」か「間違っている」か、で議論することは無意味であるという結論が見えてきた。なぜなら、大事なのは「必要」か「必要ない」か、ということに限るからだ。現実社会には多くの矛盾や間違いがあり、それらは嫌悪感を生みながらも必要とされているし、社会で機能している。このたばこ税の件においても同じだ。たとえ喫煙者側には理不尽で納得のいくことではなくても、増税を行うことで生じるメリットがデメリットを上回るのであれは、それは「正しい」「間違っている」に関わらず成り立ってしまうのだ。よって、私の結論としては、増税は正当であるという立場をとる、というよりはとらざるを得ないのだ。私自身今回の調査でたばこに限らず‘税’も‘ビジネス’だという考えが芽生えたので、税収増加のための国民の意見に反する税策もありだと思いはじめている。最初は、政府の第一の目的と言える税収確保をあいまいにするために健康面や、国際的な理由を挙げていたことに納得いかなかったが、それも税収確保を実現させるためのビジネス上の戦略であるならば、納得いくようになった。仮に、本当に健康面を重視した増税が行われ、それによりたばこによる病人や死亡者の数が減少したとしても、国を運営するために必要であった財源がなくなってしまえば、新たな問題が生じることは間違いない。命を軽視するわけではないが、この様なケースの場合は、私であれば幾人かがたすかるよりも、全体が安定する策をとることが大事と考えるから、偽りを含んだ策とはいえ現在まで行われてきているたばこ税の増税は正しい判断だと考えた。
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